
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

64% 93% 73%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

東日本大震災復興特別会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
‐

主要政策・施策

5,420

-

実施方法

28年度

％

原子力災害による被災事業者の自立等支援事業 担当部局庁 復興庁 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、補助

担当課室 統括官付参事官（予算・会計担当） 参事官　増田　直樹

事業名

会計区分

31年度

0

翌年度へ繰越し ▲ 100

計

30年度

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

（1）人材マッチングによる人材確保支援事業【委託】
12市町村内外からの人材確保を図るため、官民合同チームの個別訪問と連携し、事業者が求める人材ニーズをきめ細かく把握してマッチングを行う。
（2）6次産業化等に向けた事業者間マッチング支援事業【委託】
販路開拓や新ビジネス創出に向けて、事業者の抱える課題等を把握し、課題に応じた専門家の派遣や事業者間マッチングを行う。
（3）商工会議所・商工会の広域的な連携強化事業【委託】
各商工会議所・商工会の広域的な連携を強化し、市町村の枠を超えた事業者間の連携等の促進を図る。また、事業者を対象としたセミナー等を実施する。
（4）つながり創出を通じた地域活性化支援事業【補助】
地域の人と人とのつながり回復を通じ、地域の活性化、さらには産業振興やまちづくりにも資するような取組を行うグループとの活動を支援する。
（5）生活関連サービスに要する移動・輸送手段の確保支援事業【補助】
12市町村内に帰還した住民が必要とする、衣・食・住に関する生活関連商品の購入や幅広いサービスの利用に必要となる移動・輸送手段等を支援する。
（6）創業促進・企業誘致に向けた設備投資等支援事業【補助】
市町村が策定する復興計画等に沿った形で創業や12市町村外からの事業展開を行う事業者に対し、設備投資等に係る費用の一部を補助する。
（7）創業促進・企業誘致に向けた環境整備事業【委託】
12市町村において、創業や12市町村外からの事業展開等が活発に行われるような環境を整備するため、創業者向けのセミナーなどを開催する。
（8）官民合同チーム専門家支援事業【基金】※平成27年度基金造成
相双機構（官民合同チーム）に、経営コンサルタント、税理士等の専門家を交えたチームを構築し、１２市町村の被災事業者等が直面する事業再開、承継・転
業、生活再建等の課題について、事業者に寄り添った訪問・相談支援を実施する。
(9)中小・小規模事業者の事業再開等支援事業　【基金】※平成27年度造成、平成29年度積増し
１２市町村で被災した中小・小規模事業者の自立を集中的に支援し、まち機能の早期回復を図るため、事業者の事業再開等に要する設備投資等の費用の一
部を補助する。
(10)事業再開・帰還促進交付金【基金】※平成27年度造成
市町村が各々の実情を踏まえ実施する、地元事業者からの購入を促す需要喚起に係る取組などや住民の帰還を後押しする取組に関して市町村へ交付金を
交付する。

0 0

1,318

-

101補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

1,571

00

909

0

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
平成３２年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

避難指示等の対象となった被災12市町村のおかれた厳しい事業環境に鑑み、12市町村の事業者の自立に向けて、事業やなりわいの再建を支援する。また、
事業者の帰還、事業・なりわいの再建等を通じ、働く場の創出や買い物する場などまち機能の早期回復を図り、街の復興を後押しする。

前年度から繰越し 0 100

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） -

平成３１年度行政事業レビューシート 復興庁

執行額

1,319 5,520 1,571 6,011 1,580

5,064 1,146

執行率（％） 69% 92% 73%

-

-

-

平成28年度以降の復旧・復興事業について（平成27年6月24
日復興推進会議決定）
原子力災害からの福島復興の加速のための基本方針につ
いて（平成28年12月20日閣議決定）
「復興・創生期間」における東日本大震災からの復興の基本
方針（平成28年3月11日閣議決定、平成31年3月8日変更閣
議決定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

6,011 1,580

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度-

1,580

31年度当初予算

1,151

4,861

6,011

事業番号 0130

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

地域経済産業活性化対策
委託費

地域経済産業活性化対策
費補助金

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

平成31年度（令和元年度）は基金への積増し（44.3億円）を行ったが、
令和２年度は積増し要求を行わないため。

32年度要求

1,220

360

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



政
策
評
価

政
策
評
価
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計
画
と
の

32年度
活動見込

- -

30 30

100

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

2,000

-

2,000

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

150 150

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

130

2,600- -- -

年度

29年度

12 15 15

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

定性的な成果目標と28～30年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

達成度

件

活動指標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

生活関連サービスに要する移動・輸送手段の確保支援
数

活動実績

件

計算式 /

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

- -

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

31年度
活動見込

10 10

410 1,009 1,487

200 150 150

28年度

-

28年度 29年度 30年度

- - -

活動実績

30年度

130 130

百万円/件

活動指標 単位

活動実績 件

当初見込み 件

20

87 93 127

29年度

29年度 30年度

52 152 105

当初見込み 件

人材マッチング支援数

単位

支援数の合計 件目標値

577 1,304

- -

実績

活動指標

0.6

定量的な目標が設定できない理由

件

代替目標

1264/1304

件

％

販路開拓や新ビジネス創出に向けた事業者間マッチン
グ等支援数

-

130

31年度活動見込

1.6 1

代替指標
中間目標

31

定量的な成果目標として被災事業者の再建数があり得るが、住
民の帰還の見通しが不明であるため、現時点で合理的な目標値
を示すことは困難。

504 -

目標値 -

活動実績

29年度 30年度

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

単位

執行額（百万円）／支援数（件）
※29年度の執行額は基金積増を除いて計算。

※支援数は上記以外の事業のアウトプットも含む。

単位当たり
コスト

-

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

※「定量的な目標が設定で
きない理由」と同じく、あら
かじめ代替目標を設定する
ことは困難。

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

創業・事業展開等に係る設備投資等に対する支援数

1,767

単位

500 1,000 1,500

32
28年度 29年度 30年度

被災事業者の自立を後押しし、事業やなりわいの再建を通じたまちの復興を
目指す。

1,844 1,844

-

-

件

当初見込み

件

つながり創出を通じた地域活性化取組の支援数
活動実績 件

当初見込み 件

28年度 29年度 30年度

28年度 30年度

909/577

6 8 9

29年度

1146/1767

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業は、１２市町村の事業者の自立へ向けて事業や生業の再建等を支援し、事業者の帰還、事業・生業の再建等を通じた、働く場の創出や、買い
物をする場などまち機能の早期回復を図るものである。
１２市町村の事業者の自立へ向けた支援については政府方針等に復興施策として位置づけられており、本事業を着実に推進することにより、東京電
力福島第一原子力発電所事故からの復興に寄与する。

（参考）
◆平成２８年度以降の復旧・復興事業について（平成27年6月24日　復興推進会議決定）
３．各分野における今後の取り組み//（５）原子力事故災害からの復興・再生
　「本年６月１２日に閣議決定した「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」改訂に基づき、･･･（略）・・住民の帰還促進等に向けた取組みを加速
する。また、事業・生業の再建・自立、生活の再構築のための取組を充実する。」

◆「復興・創生期間」における東日本大震災からの復興の基本方針（平成28年3月11日閣議決定）
２．各分野における今後の取り組み//（４）原子力災害からの復興・再生⑤事業・生業や生活の再建・自立に向けた取組の拡充
「避難指示の対象である12市町村の置かれた厳しい事業環境に鑑み、・・（略）・・事業や生業の再建、期間後の生活の再構築へ向けて、地元ニーズ
や広域的視点を踏まえた支援策を充実させる。」

- 32
定量的指標

562

目標最終年度

年度

28年度

年度

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

年度

-

10

中間目標 目標年度

20

21 18 16

28年度

28年度

30年度

実績値 件 715

単位

福島相双復興官民合同チーム専門家支援事業による
事業者への相談支援着手数

施策 ５．福島・震災復興

政策 Ⅳ．中小・地域

測
定
指
標



-

の
関
係

○

委託、補助先事業者から再委託及び外注を行う場合には、
基本的に相見積もりにより競争性を確保しており、また相見
積もりを行わない場合には、その要因及び選定理由を精査
しており、支出の合理性を確保している。

国の避難指示等の対象となった被災12市町村は、人口が大
幅に減少し、極めて厳しい事業環境となっており、産業の復
興を地方自治体や民間のみで対応することは困難。

○

評　価項　　目

官民合同チームによる昨年末までの約5,200件の個別訪問
で得られた事業者の生の声を踏まえた支援策としており、
ニーズを的確に反映したものとなっている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

今後とも、効果的・効率的な執行となっているか、不断の精査を行う。

官民合同チームによる個別訪問によって集められた被災事業者の生の声を踏まえた支援策であり、ニーズを的確に反映したものとなってい
る。実施にあたっては、官民合同チームの個別訪問やコンサルティング等により、事業者の事情や意向にあわせ、最適な支援策を効果的・効
率的に活用できるよう支援を行っている。また、各事業は、その性質やリスクにあわせ、事業者負担を導入し、効率的な事業執行を行ってい
る。

○

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

総合評価入札又は企画競争を採用することで効率的な事業
遂行を図っている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」改訂（平成27
年6月12日閣議決定）の「３．事業・生業や生活の再建・自立
に向けた取組を拡充する」とされており、復興政策の中での
優先度は高い。

委託事業に関しては、総合評価入札又は企画競争を採用す
ることで効率的な事業遂行を図っている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

各事業の実施にあたっては、官民合同チームの個別訪問及
びコンサルティングにより、個別事業者の事情にあわせて、
最適な支援策を効果的、効率的に活用できるよう、支援を
行っている。

-

○

費目・使途は目的に即し必要なものに限定することを、委託
先及び補助先に対し指導を行っている。

改善の
方向性

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連

事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

概ね見込みに見合ったものとなっている。

○

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

補助事業に対する申請件数が想定よりも少なかったため。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

事業の性質、リスクに応じ、受益者負担を導入している。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
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(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

- 年度

-

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度

- - - - -

達成度 ％ - - - - -

-

目標値 -

成果実績 - - - - -

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-



( )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

引続き、的確にニーズを把握し、予算規模の適正化をはかること。12市町村の復興を支えるための基幹的な施策であることから、より効果的な施策となるよう、支
援策の在り方を検証すること。

12市町村における産業・生業の再生のため、引き続き効果的・効率的な執行に努める。また、令和３年度以降の在り方についてこれまでの効果検
証を踏まえ検討を行う。

関連する過去のレビューシートの事業番号

現
状
通
り

12市町村における産業・生業の再生のための中核的な事業であり、引き続き効果的・効率的な執行につとめること。また、令和３年度以降の在り
方についてもこれまでの効果検証を踏まえた検討を行うこと。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

現
状
通
り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成29年度 0141

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 0167

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 復興庁 0131

A．株式会社ビズリーチ
487万円

官民合同チームの個別訪問と連携し、事業者が求める人材
ニーズをきめ細かく把握してマッチングを実施。

【随意契約（企画競争）】

B．株式会社ジェイアール
東日本企画 328百万円

販路開拓や新ビジネス創出に向けて、専門家の派遣
や事業者間マッチングを実施。

【随意契約（企画競争）】

C．商工会議所／商工会（2者）
82百万円

商工会議所、商工会の広域的な連
携強化、セミナー開催等を実施。

D．株式会社ジェイアール
東日本企画110百万円

地域の人と人とのつながり回復
を通じ、地域に活性化等に向け
た活動の支援を実施。

H．民間企業等（127者）
71百万円

E．民間企業等（9者）
44百万円

衣・食・医等に関する生活関連商品の購入や幅広いサービスの
利用に必要となる移動・輸送手段等の支援を実施。

F．福島県
26百万円

創業・事業展開等に要する設備投資等
に係る費用の補助を実施。

民間企業等（11者）
23百万円

G．民間企業等（2者）
69百万円

創業・事業展開等が活発に行われる環境を整備するため、
セミナー等を実施。

※民間企業等に不利益を生じるおそれがあるため、記載できない。

経済産業省
1,146.3百万円

（1）人材マッチングによる人材確保支援事業

（2）6次産業化等へ向けた事業者間マッチング支援事業

（3）商工会議所・商工会の広域的な連携強化事業

（4）つながり創出を通じた地域活性化支援事業

（5）生活関連サービスに要する移動・輸送等手段の確保支援事業

（6）創業促進・企業誘致に向けた設備投資等支援事

（7）創業促進・企業誘致に向けた環境整備事業

復興庁
1,570.8百万円

【随意契約（企画競争）】

【補助金等交付】

【一般競争入札（総合評価）】

【補助金等交付】

【補助金等交付】
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A.株式会社ビズリーチ

人件費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

一般管理費

71

金　額
(百万円）

再委託費 データ分析、広報、調整業務等

外注費、謝金、旅費、会場費、印刷製本費
等

198 人件費

使　途

事業費

事業者支援を行う者の人件費 34 一般管理費 33

55

一般管理費 一般管理費

B.株式会社ジェイアール東日本企画
金　額

(百万円）

231

事業者支援を行う者の人件費

費　目 使　途

24

計 487 計 328

人件費 事業者支援を行う者の人件費 50 事業費 取組に要する費用の一部を補助する経費

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費広告出稿費、旅費等

費　目

C.福島県商工会連合会 D.株式会社ジェイアール東日本企画

費　目 使　途

事業費
損料、印刷製本費、旅費、セミナー開催費
等

14 業務管理費 人件費、補助員人件費、外注費、旅費等 38

一般管理費 一般管理費 6

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費 車両リース料、消耗品費（ガソリン代）等 6 事業費
創業・事業展開に要する費用の一部を補助
する経費

23

計 70 計 109

人件費 委託業務を行う者の人件費 3 管理費 嘱託員報酬、共済費、旅費等 3

使　途

計

費　目 使　途

人件費 委託事業を行う者の人件費 28

再委託費

計 9

一般管理費 一般管理費 4

1

E.特定非営利活動法人あさがお F. 福島県

費　目

イベント企画・調整・運営、ウェブサイト構築
等

5

機材借料 テント、机、ランタン、イス等

事業費 外注費、広告費、旅費、補助員人件費等 12

26

金　額
(百万円）

G.一般社団法人RCF H.なみえまちづくりCAMP実行委員会

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 49 計 1



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

F

株式会社Winput 1180002087389
新聞などの日用雑貨の配
達を実施。

6 補助金等交付 - - -

有限会社藤原新聞
店

8380002029059
新聞販売・配達、日用品の
買い物代行を実施。

4 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

特定非営利活動法
人あさがお

3380005006943
障がい者、生活困窮者、高
齢者の移送支援を実施。

9 補助金等交付 - - -

公益財団法人ときわ
会

7380005005669
透析患者の通院のための
送迎支援等を実施。

7 補助金等交付 - - -

株式会社ジェイアー
ル東日本企画

7011001029649

地域の人と人とのつながり
回復を通じ、地域に活性化
等に向けた活動の支援を
実施。

110 補助金等交付 1 - -

原町商工会議所 5380005007287
商工会議所、商工会の広
域的な連携強化、セミナー
開催等を実施。

12
随意契約

（企画競争）
2 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社ビズリーチ1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

1 -

法　人　番　号

2011001058413 487

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

官民合同チームの個別訪
問と連携し、事業者が求め
る人材ニーズをきめ細かく
把握してマッチングを実
施。

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社ジェイアー
ル東日本企画

7011001029649

販路開拓や新ビジネス創
出に向けて、専門家の派遣
や事業者間マッチングを実
施。

328
随意契約

（企画競争）
1 -

1

2

福島県商工会連合
会

8380005000586
商工会議所、商工会の広
域的な連携強化、セミナー
開催等を実施。

70
随意契約

（企画競争）
2 - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2

5

6

3

4

特定非営利活動法
人ネクストライン

9380005011302 食料品等の配達を実施。 7 補助金等交付 - - -

株式会社運喜 3380001002938
生活関連商品の移動販売
事業を実施。

8 補助金等交付 - - -

7
株式会社浪江新聞
販売センター

2380001019867
新聞配達、生活用品購入
代行等を実施。

3 補助金等交付 - - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

福島県 7000020070009
創業・事業展開等に要する
設備投資等に係る費用の
補助を実施。

26 補助金等交付 - - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



G

H

一般社団法人とみお
かプラス

4380005011777
リンゴと町産食材を使った
料理教室などを実施。

1 補助金等交付 - - -

希望のうた音楽祭
実行委員会

-
子供たちとともに第2回希
望のうた音楽祭を実施。

1 補助金等交付 - - -

『音楽による福島ま
ち造り』実行委員会

-
地域の音楽文化を身近に
体験する事業を実施。

1 補助金等交付 - - -

ＮＰＯ法人支えあう21
世紀の会　富岡町愛
のコミュニティーサロ
ン

-
伝統工芸の藍染などの草
木染の取組を実施。

1 補助金等交付 - - -

までい館 子ども向け
イベント実行委員会

-
交流・体験・学びの場を創
出するイベントを実施。

1 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

なみえまちづくり
CAMP実行委員会

-
郷土料理の背景を学び再
現するイベントを実施。

0.9 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

アクセンチュア株式
会社

7010401001556
物資流通に係る課題の特
定、対処方策の素案作成、
解決策を提示。

20
随意契約

（企画競争）
4 - -

1

2

一般社団法人RCF 1010405009898
創業・事業展開等を促進す
るためのコミュニティを企
画・運営。

50
随意契約

（企画競争）
1 - -

1

4

5

2

3

なみえまちづくり
CAMP実行委員会

-
災害時にいかに生きるかを
テーマにイベントを実施。

0.9 補助金等交付 - - -

8

9

6

7

つながっぺ山木屋実
行委員会

-
とんやの郷でのステージイ
ベントを企画・実施。

1 補助金等交付 - - -

すまいる工房 -
認知症予防講座やボラン
ティア活動などを実施。

1 補助金等交付 - - -

10

11

騎馬武者ロックフェス
実行委員会

-
相馬野馬追を感じることが
出来るイベントを実施。

1 補助金等交付 - - -

光のモニュメント実行
委員会

-
無線塔の在りし日の姿を再
現するイベントを実施。

1 補助金等交付 - - -
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